
　 平成20年３月期　決算短信 　

平成20年５月15日
上 場 会 社 名 明星電気株式会社 上場取引所 東証二部
コ ー ド 番 号 ６７０９ URL http://www.meisei.co.jp
　
代　　表　　者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)上澤　信彦 　
問合せ先責任者 (役職名)常務取締役 (氏名)小谷　雅博 TEL　(03)3814－5115　　
定時株主総会開催予定日 平成20年６月26日 　 　

有価証券報告書提出予定日 平成20年６月26日 　 　
　
　 (百万円未満切捨て)

1.　20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　20年３月期 7,824 （0.5） 224 （43.3） 132 （193.4） 122 （453.5）

　19年３月期 7,784 （△12.9） 156 － 45 － 22 －

　

　
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

　 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　20年３月期 0 87 － － 6.6 1.6 2.9
　19年３月期 △0 00 － － 1.2 0.4 2.0

(参考) 持分法投資損益 20年３月期 －百万円 　 19年３月期 －百万円

　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　20年３月期 8,224 1,925 23.4 15 42

　19年３月期 8,828 1,802 20.4 13 32

(参考) 自己資本 20年３月期 1,925百万円 　 19年３月期 1,802百万円

　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

　20年３月期 643 △114 △528 58

　19年３月期 △143 1,682 △1,778 58

　

2.　配当の状況

　 1株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)(基準日) 期末 年間

　 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 ― ― 0 00 ― ― ―

20年３月期 ― ― 0 00 ― ― ―

21年３月期(予想) ― ― 0 00 ― ― ―

　

3.　21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期連結累計期間 2,362 （9.6） △341 ― △403 ― △412 ― △3 65

通　期 8,000 （2.3） 357 （59.0） 256 （93.0） 238 （93.7） 1 86
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　有

　 新規－社（社名　　　―　　　　） 除外１社（社名 メイセイエレクトリック(マレーシア)Sdn.Bhd.)

(注)　詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　　　無

②　①以外の変更　　　　　　　　　　　有

〔(注)　詳細は、１９ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（表示方法の変更）をご覧

ください。〕

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年３月期 116,269,350株　19年３月期 116,269,350株

　 ② 期末自己株式数 20年３月期 178,100株　19年３月期 161,710株

(注)　１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２９ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。

(参考)　個別業績の概要

1.　20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 7,821 （0.5） 222 （38.9） 131 （150.1） 121 （309.2）

19年３月期 7,781 (△12.3） 160 － 52 － 29 －

　

　 １株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　 円 銭 円 銭

20年３月期 0 86 － －

19年３月期 － 6 － －

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 8,243 1,919 23.3 15 37

19年３月期 8,841 1,796 20.3 13 28

(参考) 自己資本 20年３月期 1,919百万円 　 19年３月期 1,796百万円

2.　21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 2,362 （9.7） △341 ― △403 ― △412 ― △3 65

通　期 8,000 （2.3） 357 （60.5） 256 （94.9） 238 （95.3） 1 86

　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる事項等につきましては、３ページ「１.経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご参照
ください。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国の経済は、年度前半は企業収益の改善や個人消費高の上昇を背景に景気

は緩やかな拡大基調で推移しましたが、年度後半は米国サブプライムローン問題に端を発した金融市場の

不安定化や原油など原材料価格の高騰に伴い、景気の回復は足踏み状態となりました。

一方、気象防災・環境計測装置を主な事業領域とする当社グループの事業環境につきましては、防災・

減災への関心が当社グループにとって大きな商機となっていますが、一方で他社が新製品を投入するなど

市場競争は激化してきております。又、宇宙機器の分野においては月周回衛星「かぐや」に搭載された当

社機器類が大活躍し、特にハイビジョンカメラによる映像は世間の注目を浴びました。

このような状況のもと、当社グループは平成19年度事業計画に掲げた重点項目、1）提案型営業への転

換による売上拡大、2）民間市場対応の新商品開発、3）全員参加のVA/VE(VA:価値分析、VE:価値工学)手

法による変動費比率の低減、4）設計審査の徹底による製品保証費用の低減、5）チャレンジ志向への企業

風土改革、以上5項目を柱に積極的な事業展開を図ってまいりました。

防災・減災ビジネス関連では、全国各地で開催した「防災セミナー」において紹介された緊急地震速報

対応製品「Ｑキャストシリーズ」は多くの企業等の関心を集めました。また、社内プロジェクトにより継

続活動しているコストダウンへの取組みでは、材料費等の変動費の低減に大きな成果が得られました。更

に、経費削減や品質改善などにおいても「全社一丸」の意識は一層進みました。

この結果、当連結会計年度の売上高は前期比0.5％増の7,824百万円となりました。製品機種グループ別

の連結売上高は下記の通りです。

（製品機種グループ） （当期連結売上高） （構成比） （前期比増減率）

気象防災分野
1,601百万円 20.5％ －14.5％

環境計測分野 2,474百万円 31.6％ ＋14.2％

特機分野
1,118百万円 14.3％ ＋23.2％

宇宙機器分野
737百万円 9.4％ －33.0％

制御システム分野
962百万円 12.3％ ＋33.2％

情報通信分野　 929百万円 11.9％ －8.3％

　　合　　計 7,824百万円 100.0％ ＋0.5％

損益につきましては、売上高がここ数期続いた減収傾向に歯止めがかかり増収に転じましたがまだ十分

なものとはなっておりません。一方、コストダウンは順調に進み、売上原価率の改善や販売費及び一般管

理費の減少により営業利益は前期比43.3％増の224百万円の計上となりました。経常利益は132百万円（前

期比+193.4％）、当期純利益は122百万円（前期比+453.5％）の計上となり、いずれも前期に対し増益と

なりました。

○ 次期の見通し

今後の経済見通しにつきましては、前期に引き続き原材料価格の高騰やサブプライム問題の波及による

円高・株安などから景況感は下方傾向であり、経済情勢の先行き不透明感は一層増加するものと思われま

す。

こうしたなか、当社グループの事業環境につきましては、官公庁関連の公共投資の抑制や市場競争の激

化等により引き続き厳しい状況が見込まれますが、気象防災、環境計測分野の市場では、防災・減災に対

する関心が国内外で拡大していることから、今後この分野での需要拡大が見込まれると考えております。

当社は、販売面では民間攻略プロジュクトを中心に積極的な提案型営業活動を展開し、気象・防災関連

の民需製品を国内市場、海外市場へ拡販してまいります。また、より一層の生産性向上や品質改善を目指

した活動を継続して推進するとともに、新規需要を取り込める新製品の開発を実施していく所存でありま

す。

以上により通期の連結業績予想につきましては、売上高8,000百万円、営業利益357百万円、経常利益

256百万円、当期純利益238百万円を見込んでおります。

　 明星電気㈱ (6709) 平成20年３月期 決算短信

― 3 ―



(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（イ）資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.7％減少し、4,846百万円となりました。これは主として受取

手形及び売掛金の減少364百万円、たな卸資産の減少166百万円などによります。

固定資産は、主に有形固定資産の取得による増加と有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産の

償却による減少の結果、前連結会計年度末に比べて2.4％減少し3,377百万円となりました。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて6.8％減少し8,224百万円となりました。

（ロ）負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、5.2％減少し、4,199百万円となりました。これは主に支払手

形及び買掛金の減少251百万円、未払金の減少64百万円、賞与引当金の増加114百万円などによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて19.2％減少し、2,099百万円となりました。これは主に長期借

入金の減少によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、10.4％減少し6,298百万円となりました。

（ハ）純資産

純資産合計は前連結会計年度末に比べて、6.8％増加し、1,925百万円となりました。主な増加要因は当

期純利益122百万円の計上による利益剰余金の増加です。なお、自己資本比率は前連結会計年度末の

20.4％から3.0％増加し23.4％となりました。

　　②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前連結会計年度末に比べ増減は無

く58百万となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りです。

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、得られた資金は、643百万円となりました。（前連結会計年度は143百万円の資金の支

出）資金の増加の主な内訳は、税金等調整前当期純利益138百万円、減価償却費165百万円、賞与引当金、

製品保証引当金、退職給付引当金等の引当金増加額266百万円、売上債権の減少額364百万円、たな卸資産

の減少額166百万円などであり、資金の減少の主な内訳は仕入債務の減少額251百万円、その他負債の減少

額184百万円などです。

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、支出した資金は、主として有形固定資産の取得による支出128百万円などにより114百

万円となりました。（前連結会計年度は1,682百万円の資金の獲得）

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、使用した資金は528百万円となりました。（前連結会計年度は1,778百万円の資金の使

用）これは、主として借入金の返済等によるものです。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率（％） 2.3 3.0 14.4 20.4 23.4

時価ベースの自己資本比率
（％）

65.2 112.7 174.7 131.5 122.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

― 128 ― ― 2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

― 0.2 ― ― 9.0

　自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。
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※株式時価総額は、期末時価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としています。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

使用しています。

なお、平成16年３月期、平成18年３月期及び平成19年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及

びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスである

ため記載していません。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する安定的な利益還元を行うことを、企業としての最重要課題のひとつとして

認識しています。市場環境の変化に耐え得る強靭な経営基盤を確立し、財政基盤強化を図り抜本的な経営

体質の改革を行いながら復配に向けて努力することを基本方針としています。なお、当期につきましては

誠に遺憾ながら、引き続き無配とさせていただきます。また、次期につきましては累損の減少を第一義と

し最大限の経営努力を傾けてまいる所存ですが、配当財産の創出までには至らない見込みです。

(4) 事業等のリスク

当社及び当社グループの事業その他に関して、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項及

び重要と考えられる事項には以下のようなものがあります。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

万全を尽くす所存です。なお、記載文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断した

ものです。

　１．人材の確保及び育成について

当社グループは製品、サービスを開発するため、また市場の開拓や積極的な営業展開のために有能な人

材を確保し育成する必要があります。すなわち優秀な人材の新規及び中途採用に注力し、また成果主義を

基本とした人事制度の実施や階層別社内教育の定期的実施、業務遂行上の重要な専門的スキルに関する社

内教育を実施しています。しかし、業務の中心となる従業員、特に専門的な技術職が多数離職した場合に

は、当社グループの業務に重大な影響をおよぼし、事業目的の達成が困難となる可能性があります。

　２．資金調達について

当社が資金調達の一環として金融機関数社と締結しているシンジケートローン契約は、平成20年11月に

契約満了となる予定です。当該契約満了日以降の資金調達は新たな方法によることとなりますが、その移

行が円滑に進まない等の場合には、事業運営に必要な資金調達に影響を及ぼすリスクがあります。

　３．官公庁への販売割合が高いこと及び入札参加資格について

当社グループは環境計測装置、気象防災装置等の受注、製造、販売を事業の中心としております。販売

先の割合は防衛省、気象庁等の中央省庁をはじめ、その外郭団体や各地方自治体を含めた官公庁の比率が

高くなっております。又、民間市場に適合した製品による新たな国内外の市場開拓を積極的に展開中であ

り受注成果が出てきておりますが、現状では全体に占める官公庁等への販売割合がまだ大きいことから、

公共事業予算の削減や競争入札参加資格の格付けランクの低下あるいは入札参加資格を喪失する等の事由

が発生した場合、当社の受注機会が毀損するリスクがあります。
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２　企業集団の状況

当社の企業集団は、当社と子会社１社で構成され、通信、電子、電子計測、情報処理等の装置の製造、

販売、工事・保守その他のサービス等の事業活動を展開しています。

　当社グループの事業に係る位置付け等は、当社が製造・販売・設置工事をするほか、子会社　明星マネ

ジメントサービス㈱が保守や人材派遣サービスを行っています。なお、前連結会計年度末現在、清算手続

き中でありました当社１００％子会社のメイセイエレクトリック（マレーシア）Sdn．Bhd．は平成19年９

月において清算結了いたしました。

　当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。

　

　 明星電気㈱ (6709) 平成20年３月期 決算短信

― 6 ―



３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、「相互信頼をもとにお客様の満足と社員の生き甲斐を育み、地球環境を守り、豊かな社

会の発展に貢献します。」という企業理念のもと、将来に向けて安定的な成長を実現するため以下の経営指

針、行動指針、事業領域を定めております。

　① 経営指針

・高度な技術と高い品質で顧客満足度を高め、あらゆる変化に対応し得る強靭な経営基盤を確立します。
　・社員の創造力を高める教育と楽しくやる気を起こす場を提供します。
　・経営の透明性を高め、オープンな企業風土づくりをします。

　② 行動指針

　・変化をチャンスと捉え、高い目標に常に挑戦し続けます。
　・熱意、実行力、創造力、そして高い倫理観をもって目標にチャレンジします。
　・たゆまず自己研鑽に努め、オープンな議論を通じ俊敏に行動します。

　③ 事業領域

・気象防災・宇宙を含む環境計測・情報通信の各事業領域を基盤としながら、これらの事業で培った技術
を統合活用することによって、世界市場のニーズに応えられる高付加価値ソリューションを提供しま
す。　　

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、前期に纏めた中期計画を平成１９年度事業実績をベースに見直しを行い、平成２０

年度を初年度とする３ヶ年の中期事業計画としました。基本方針に変更はなく、「国際市場において競

争力のある企業体質の実現」と「売上高経常利益率８％の実現」の目標を達成することとしております。

(3) 中長期的な会社の経営戦略

　① 環境戦略

・地球環境を計測する装置を提供しているメーカーとして、省エネルギー、廃棄物削減、化学物質管理な
ど環境保全活動を実施するとともに、環境管理活動の継続的改善及び環境汚染の未然防止に努める。 

　② 品質戦略

・デザインレビューの徹底、出荷検査の強化、測定基準の精緻化により品質を飛躍的に向上させる。又、
アフターサービスの体制を拡充し顧客満足度の向上を図る。

　③ 営業戦略

・上期・下期の生産平準化のため、民間販売の拡大を実現する。
・高付加価値商品を提供するために異業種とのアライアンスを積極的に追求する。
・提案型営業により既存顧客の深耕を図る。
・製品ラインナップを充実すると同時に、生産平準化に寄与するカタログ製品の販売を強化する。 
・営業プロセスの「分業と協業」体制により営業効率の向上を図る。

　④ 開発戦略

・気象・防災分野では世界の明星とよばれる存在になる。
・既存市場の更新需要(水位計、視程計等)を取り込める商品のリリース、QCAST関連システムのラインナ
ップ(情報配信サーバー等)の充実、などにより国内で圧倒的な気象防災のトップメーカとなる。

・海外市場向けAWS、震度計などを開発し新規海外市場を開拓する。
・宇宙、特機分野では明星の技術無くしては成り立たないと言われる企業になる。

　⑤ 購買戦略

・仕入先の選択と集中、及び新規取引先の開拓により資材調達リードタイムの短縮と購入コストの低減を
達成する。

　⑥ 生産戦略

・社員のスキルをＵＰし多能工化することでフレキシブルな生産体制を築く。
・年間生産計画に生産の前倒しやまとめ生産を徹底して織り込み上期・下期の生産平準化を図る。

　⑦ 財務戦略

・未来志向の積極的な事業展開が図れるよう、柔軟な資金調達を実現する。
・金融商品取引法に規定される「財務報告に係る内部統制」につき、円滑な制度導入とその定着を図る。

　⑧ 人材戦略

・中長期的に従業員の年齢構成の歪みや人材の偏在を是正すると同時に、外部の新鮮な発想を取り入れる
ことを目的に新規採用・中途採用を行う。 

・社内大学(明星エンジニアリングカレッジ)などを通じ、知識・ノウハウの共有化を図りながら人材を育
成する。 

・経営目標達成のための適材適所を追求する。

　 明星電気㈱ (6709) 平成20年３月期 決算短信

― 7 ―



　⑨ コーポレートガバナンス戦略

・全従業員に対してコンプライアンス教育、情報セキュリティー教育を徹底する。
・ＢＣＰを提案する企業として「明星版ＢＣＰ」を策定する。
・2008年４月より適用開始となった「財務報告に係る内部統制」の制度定着を図る。

　⑩ 情報システム戦略

・既存システムの機器の更新やデータの整理・統合を推進することで、社内作業の効率化と運用コストの
低減を図る。

・非効率化、老朽化した既存システムを根本的に見直しながら、次世代業務系システムを検討する。

(4) 会社の対処すべき課題

当社グループは、売上高に占める官公庁向けの割合を低減させるべく民間・海外の市場を開拓すると同

時に増収を確実なものとすること、売上高及び生産高をできるだけ上期下期平準化することで生産性を向

上させること、などを経営上の重要な課題と考えております。従って以下に記載する平成20年度事業計画

における重点施策を確実に実施してまいります。

1）提案型営業への転換により民間向け防災・減災ビジネスの売上を拡大する。
2）営業を主体にマーケティングを行い市場のニーズを捉え、全社一丸で徹底的に顧客ニーズに応える

新商品の開発を行う。
3）全員参加のＶＡ/ＶＥを徹底し、生産高変動費率を更に改善する。
4）源流での仕様確定、ＤＲ（デザインレビュー）及び査閲を徹底し、設計品質の向上により製品保証

関連費用を削減する。
5）受注時から納入までのＱＣＤ(品質、価格、納期)をチェック・フォローする体制を定着させる。
6) 年間の生産計画に生産の前倒しやまとめ生産を徹底して織り込む。
7）内部統制制度を確立させ、社内監査体制を充実させる。

(5) その他、会社の経営上重要な事項

　　役員との間の重要な取引に関する事項等に関しては、該当事項はありません。
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４　連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 58,239 　 　 58,871 　 　 632

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 　 3,414,908 　 　 3,050,112 　 　 △364,795

　３　たな卸資産 ※２ 　 1,928,683 　 　 1,762,633 　 　 △166,049

　４　その他 　 　 44,084 　 　 40,847 　 　 △3,236

　　　　貸倒引当金 　 　 △76,596 　 　 △65,506 　 　 11,090

　　　流動資産合計 　 　 5,369,319 60.8 　 4,846,959 59.0 　 △522,359

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 　 341,706 　 　 312,606 　 　 △29,099

　　(2) 機械装置及び運搬具 　 　 162,894 　 　 137,358 　 　 △25,535

　　(3) 土地 ※６ 　 2,566,900 　 　 2,566,900 　 　 ―

　　(4) 建設仮勘定 　 　 33,329 　 　 67,598 　 　 34,268

　　(5) その他 　 　 221,024 　 　 207,163 　 　 △13,861

　　　有形固定資産合計 　 　 3,325,854 37.7 　 3,291,626 40.0 　 △34,228

　２　無形固定資産 　 　 13,122 0.1 　 8,706 0.1 　 △4,416

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 600 　 　 600 　 　 ―

　　(2) 長期貸付金 　 　 7,693 　 　 6,542 　 　 △1,150

　　(3) その他 　 　 140,475 　 　 103,762 　 　 △36,713

　　　　　貸倒引当金 　 　 △28,505 　 　 △34,072 　 　 △5,567

　　　投資その他の資産合計 　 　 120,263 1.4 　 76,832 0.9 　 △43,431

　　　固定資産合計 　 　 3,459,241 39.2 　 3,377,165 41.0 　 △82,076

　　　資産合計 　 　 8,828,560 100.0 　 8,224,124 100.0 　 △604,436
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 ※３ 　 2,322,549 　 　 2,070,794 　 　 △251,754

　２　短期借入金 ※2,8 　 1,496,000 　 　 1,489,100 　 　 △6,900

　３　未払金 　 　 157,470 　 　 93,431 　 　 △64,039

　４　未払法人税等 　 　 38,664 　 　 27,139 　 　 △11,524

　５　未払消費税等 　 　 57,073 　 　 114,546 　 　 57,472

　６　製品保証引当金 　 　 44,246 　 　 156,866 　 　 112,620

　７　受注損失引当金 　 　 5,531 　 　 2,015 　 　 △3,515

　８　賞与引当金 　 　 ― 　 　 114,585 　 　 114,585

　９　その他 　 　 308,482 　 　 131,069 　 　 △177,412

　　　流動負債合計 　 　 4,430,017 50.2 　 4,199,548 51.1 　 △230,468

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 　 519,100 　 　 ― 　 　 △519,100

　２　再評価に係る

　　　繰延税金負債
※６ 　 986,047 　 　 986,047 　 　 ―

　３　退職給付引当金 　 　 1,073,939 　 　 1,112,764 　 　 38,824

　４　環境対策引当金 　 　 3,050 　 　 ― 　 　 △3,050

　５　その他 　 　 14,257 　 　 367 　 　 △13,889

　　　固定負債合計 　 　 2,596,394 29.4 　 2,099,179 25.5 　 △497,214

　　　負債合計 　 　 7,026,411 79.6 　 6,298,728 76.6 　 △727,683

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 5,411,898 　 　 5,411,898 　 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 4,758,472 　 　 4,758,472 　 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 △9,780,420 　 　 △9,657,441 　 　 122,979

　４　自己株式 　 　 △22,241 　 　 △24,433 　 　 △2,192

　　　株主資本合計 　 　 367,708 4.2 　 488,495 5.9 　 120,786

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延ヘッジ損益 　 　 △2,829 　 　 △367 　 　 2,461

　２　土地再評価差額金 ※６ 　 1,437,268 　 　 1,437,268 　 　 ―

　　　評価・換算差額等合計 　 　 1,434,439 16.2 　 1,436,900 17.5 　 2,461

　　　純資産合計 　 　 1,802,148 20.4 　 1,925,396 23.4 　 123,247

　　　負債純資産合計 　 　 8,828,560 100.0 　 8,224,124 100.0 　 △604,436
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(2) 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 7,784,379 100.0 　 7,824,176 100.0 　 39,796

Ⅱ　売上原価 ※２ 　 6,426,021 82.6 　 6,426,747 82.1 　 725

　　　売上総利益 　 　 1,358,358 17.4 　 1,397,429 17.9 　 39,070

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 1,201,543 15.4 　 1,172,692 15.0 　 △28,851

　　　営業利益

　　
　 　 156,814 2.0 　 224,736 2.9 　 67,922

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 321 　 　 263 　 　 △58 　

　２　受取配当金 　 1 　 　 1 　 　 ― 　

　３　賃貸料収入 　 27,019 　 　 26,028 　 　 △990 　

　４　その他 　 11,058 38,400 0.5 20,947 47,240 0.6 9,889 8,840

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 85,928 　 　 64,591 　 　 △21,336 　

  ２　長期前払費用償却費 　 20,704 　 　 20,704 　 　 ― 　

　３　その他 　 43,358 149,991 1.9 53,977 139,273 1.8 10,618 △10,718

　　　経常利益

　　
　 　 45,222 0.6 　 132,704 1.7 　 87,481

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　貸倒引当金戻入益 　 ― ― ― 5,482 5,482 0.1 5,482 5,482

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 固定資産売却損 ※３ 4,378 4,378 0.1 ― ― ― △4,378 △4,378

　 税金等調整前当期純利益 　 　 40,844 0.5 　 138,187 1.8 　 97,343

　 法人税、住民税及び事業税 　 　 18,626 0.2 　 15,208 0.2 　 △3,418

　 当期純利益

　
　 　 22,217 0.3 　 122,979 1.6 　 100,761
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(3) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度 (自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 △10,889,612 △20,203 △739,445

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 22,217 　 22,217

　自己株式の取得 　 　 　 △2,037 △2,037

　土地再評価差額金取崩額 　 　 1,086,974 　 1,086,974

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― ― 1,109,191 △2,037 1,107,154

平成19年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 △9,780,420 △22,241 367,708

　

　
　 評価・換算差額等 　

純資産合計
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ―  2,524,243 2,524,243 1,784,798

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 22,217

　自己株式の取得 　 　 　 △2,037

　土地再評価差額金取崩額 　 　 　 1,086,974

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△2,829 △1,086,974 △1,089,803 △1,089,803

連結会計年度中の変動額合計(千円) △2,829 △1,086,974 △1,089,803 17,350

平成19年３月31日残高(千円) △2,829 1,437,268 1,434,439 1,802,148
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当連結会計年度 (自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 △9,780,420 △22,241 367,708

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 122,979 　 122,979

　自己株式の取得 　 　 　 △2,192 △2,192

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― ― 122,979 △2,192 120,786

平成20年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 △9,657,441 △24,433 488,495

　

　
　 評価・換算差額等 　

純資産合計
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △2,829 1,437,268 1,434,439 1,802,148

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 122,979

　自己株式の取得 　 　 　 △2,192

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

2,461 ― 2,461 2,461

連結会計年度中の変動額合計(千円) 2,461 ― 2,461 123,247

平成20年３月31日残高(千円) △367 1,437,268 1,436,900 1,925,396
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　税金等調整前当期純利益　 　 40,844 138,187 97,343

　２　減価償却費 　 131,836 165,475 33,638

　３　貸倒引当金の増加額(減少額△） 　 20,298 △5,522 △25,820

　４　賞与引当金の増加額（減少額△） 　 △177,305 114,585 291,891

　５　製品保証引当金の増加額（減少額△） 　 △15,984 112,620 128,604

　６　受注損失引当金の減少額 　 △28,534 △3,515 25,018

　７　土地売却損失引当金の減少額 　 △314,339 ― 314,339

　８　退職給付引当金の増加額（減少額△） 　 △52,558 38,824 91,383

　９　環境対策引当金の減少額 　 △65,170 △3,050 62,120

　10　受取利息及び受取配当金 　 △322 △264 58

　11　子会社清算分配金 　 ― △11,470 △11,470

　12　支払利息 　 85,928 64,591 △21,336

　13　有形固定資産売却・除却損 　 5,055 880 △4,174

　14　無形固定資産除却損 　 ― 576 576

　15　売上債権の減少額 　 293,211 364,795 71,583

　16　たな卸資産の減少額（増加額△） 　 △159,542 166,049 325,592

　17　その他資産の減少額 　 115,366 26,715 △88,651

　18　仕入債務の増加額（減少額△） 　 98,470 △251,754 △350,224

　19　その他負債の減少額 　 △4,291 △184,852 △180,561

　　　　小計 　 △27,037 732,871 759,908

　20　利息及び配当金の受取額 　 322 264 △58

　21　利息の支払額 　 △93,162 △71,555 21,607

　22　法人税等の支払額 　 △23,134 △18,475 4,659

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △143,010 643,105 786,116

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　有形固定資産の取得による支出 　 △3,442,424 △128,337 3,314,086

　２　有形固定資産の売却による収入 　 4,609,540 50 △4,609,490

　３　定期預金の払戻しによる収入 　 515,000 ― △515,000

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △3,715 ― 3,715

　５　短期貸付金の貸付による支出 　 ― △6,190 △6,190

　６　短期貸付金の回収による収入 　 6,810 6,190 △620

　７　長期貸付金の回収による収入 　 1,708 1,150 △557

　８　子会社清算分配金による収入 　 ― 11,470 11,470

　９　その他の投資支出 　 △6,588 △1,738 4,850

　10　その他の投資収入 　 2,473 3,123 650

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 1,682,803 △114,280 △1,797,084

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　短期借入金の純増減額 　 △1,240,000 10,000 1,250,000

　２　長期借入金の返済による支出 　 △536,000 △536,000 ―

　３　自己株式の取得による支出 　 △2,037 △2,192 △155

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,778,037 △528,192 1,249,844

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 (減少額△) 　 △238,245 632 238,877

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 296,484 58,239 △238,245

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 58,239 58,871 632
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(5) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社は資金調達の一環として、金融機関数社とシ

ンジケートローン契約を締結しています。

　当連結会計年度終了時点（平成19年3月31日）にお

いて、当該シンジケートローン契約（平成19年3月31

日現在残高2,015,100千円）に規定された「借入人の

義務」の一部である、決算期末における遵守すべき

財務数値指標等を定めた条項を満たしていません。

これにより、期限の利益喪失に係る請求を受ける可

能性があり、今後の資金繰りへの影響が懸念される

ことから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在していました。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関に

対し、シンジケートローン契約の当該条項につき一

部適用免除申請を行いました。

　この結果、平成19年６月８日付にて、取引金融機

関から本件適用免除申請を承諾する旨の通知を受領

しました。従いまして、平成19年６月８日において

継続企業の前提に関する重要な疑義は解消されてい

ます。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していません。

当社は資金調達の一環として、金融機関数社とシ

ンジケートローン契約を締結しています。

　当連結会計年度終了時点（平成20年3月31日）にお

いて、当該シンジケートローン契約（平成20年3月31

日現在残高1,489,100千円）に規定された「借入人の

義務」の一部である、決算期末における遵守すべき

財務数値指標等を定めた条項を満たしていません。

これにより、期限の利益喪失に係る請求を受ける可

能性があり、今後の資金繰りへの影響が懸念される

ことから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在していました。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関に

対し、シンジケートローン契約の当該条項につき一

部適用免除申請を行いました。

　この結果、取引金融機関から本件適用免除申請を

承諾する旨の通知を受領しました。従いまして、継

続企業の前提に関する重要な疑義は解消されていま

す。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していません。
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(イ)連結子会社の数　　　　　２社

メイセイエレクトリック(マレーシア)Sdn.Bhd.

明星マネジメントサービス㈱

メイセイエレクトリック(マレーシア)Sdn.Bhd.につ

いては、当連結会計年度末現在、清算手続中です

が、残余財産の大部分が分配されたため損益計算書

のみ連結しております。また、前連結会計年度にお

いて子会社であったメイセイソフト開発㈱は平成18

年1月、当社に吸収合併されております。なお、メ

イセイエンジニアリング㈱は平成19年１月、社名を

明星マネジメントサービス㈱に変更しました。

１　連結の範囲に関する事項

　(イ)連結子会社の数　　　　　1社

明星マネジメントサービス㈱

  なお、清算手続中でありましたメイセイエレクト

リック（マレーシア）Sdn.Bhd.は平成19年９月、清

算結了いたしました。

２　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

２　持分法の適用に関する事項

　　　同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日はすべて３月31日で、連結決算日

と同一です。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　 　 同左

４　会計処理基準に関する事項

　①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　　１　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

　①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　　１　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　時価のないもの

　　　　同左

　　２　デリバティブ

　　　　時価法

　　２　デリバティブ

　　　　同左

　　３　たな卸資産

　　　　主として先入先出法による原価法を採用していま

す。

　　３ 　たな卸資産

　　　　同左

　②　重要な減価償却資産の減価償却方法

　　(1) 有形固定資産……定率法によります。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用していま

す。なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　10～23年

　　　　　　　　　　　　機械装置　　　　　　 　7年

　　　　　　　　　　　　工具器具備品　　　 4～10年

　②　重要な減価償却資産の減価償却方法

　　(1) 有形固定資産……定率法によります。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用していま

す。なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　10～23年

　　　　　　　　　　　　機械装置　　　　　　 　7年

　　　　　　　　　　　　工具器具備品　　　 4～10年

　　（追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益及び当期純利益がそれ

ぞれ19百万円減少しています。

　　(2) 無形固定資産……定額法によります。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

り、市場販売目的のソフトウェアについては見込販

売数量に基づく方法によります。

　また、在外の連結子会社は定額法を採用していま

す。

　　(2) 無形固定資産……定額法によります。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

り、市場販売目的のソフトウェアについては見込販

売数量に基づく方法によります。
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

　③　重要な引当金の計上基準

　　　 主たる計上基準は下記のとおりです。

　　(1) 貸倒引当金

　　　 　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に債権の回収可能性を勘案

して、回収不能見込額を計上しています。

　③　重要な引当金の計上基準

　 　　主たる計上基準は下記のとおりです。

　　(1) 貸倒引当金

　　　　同左

　　(2) 製品保証引当金

　　　　翌期以降に発生する無償保証期間中の修理費に充て

るため、製品の売上高に対する無償修理発生額の実

績割合を基準として計上しています。

　　(2) 製品保証引当金

　 　　　翌期以降に発生する無償保証期間中の修理費に

充てるため、製品の売上高に対する無償修理発生

額の実績割合を基準として計上しているほか、製

品に係るクレーム処理費用の支出に備えるため、

過去における発生実績に基づき、翌期以降のクレ

ーム費用発生見込額を計上しています。

(3) 受注損失引当金

　　　受注プロジェクトの損失に備えるため、進行中の

プロジェクトのうち、損失が発生すると見込まれ、

かつ、当連結会計年度末時点で当該損失額を合理的

に見積もることが可能なプロジェクトについて、翌

連結会計年度以降の損失見積額を引当計上していま

す。

(3) 受注損失引当金

　 　　同左

　　

(4) 賞与引当金

　　　　　　　―――――

(4)賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の支払に充てるた

       め、支給見込額に基づき計上しています。

　　(5) 退職給付引当金

　　 　 　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しています。

　　　　なお、会計基準変更時差異（2,925百万円、ただし、

大量退職に伴う一時処理額814百万円については第89

期に特別損失として計上し、第93期においては早期

退職制度実施等に伴う一時処理額360百万円を特別損

失に計上）については15年による均等額を費用処理

しています。

　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしています。

　　(5) 退職給付引当金

　 　　同左

　　 　 　

　　　

　　　

　　(6) 環境対策引当金

守谷工場跡地における地下水の水質改善の為に翌

連結会計年度以降、発生が見込まれる費用を引当

計上しています。

　　(6)　　 ―――――――

　

　　　　　　　

　④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。なお、在外子会社等の資産及び負債並び

に収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算しています。

　④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

　⑤　重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

ります。

　⑤　重要なリース取引の処理方法

　　　　同左

⑥  重要なヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ

　 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ取引

（ヘッジ対象）

借入金の利息

　 （3）ヘッジ方針

　　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

　　 スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別

　　 は個別契約毎に行っています。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　　 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

　　 ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と

　　 の比較（比率分析）によります。

⑥  重要なヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

同左

　 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

　

　 （3）ヘッジ方針

　　 同左

　　 

　　 

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　　 同左

⑦  消費税等の会計処理方法

　　 税抜方式によります。

⑦  消費税等の会計処理方法

　　 同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価

法によります。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　　同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　該当事項はありません。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　　　同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　 　 

　　　　同左
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計処理の変更)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一

部改正）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準

適用指針第8号）並びに改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基準第1

号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改

正平成18年8月11日　企業会計基準適用指針第2号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,804,977千円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計

基準第４号）を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　―――――――

　

　

　

(表示方法の変更)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、営業外費用「その他」に含

めて表示しておりました「長期前払費用償却費」につ

いては、当連結会計年度において、区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の「長期前払費用償却

費」は20,704千円です。
　

　　　　　　　―――――――――

　

　　　　　　　―――――――――

　

（連結貸借対照表）

従来、製品の品質等に関連して発生したクレーム

処理費用については、翌期以降のクレーム費用発

生額を合理的に見込み流動負債の「その他」に含

めて表示していましたが、当期より「製品保証引

当金」に含めて表示しています。 

なお、当期において「製品保証引当金」に含まれ

る当該金額は111,215千円であります。 

(追加情報)

該当事項はありません。
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は3,444,545千円で

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は3,588,163千円で

す。

※２ (担保資産)

　　(1) 工場財団

建物及び構築物 262,915千円

機械装置及び運搬具 157,964千円

土地 1,478,600千円

その他 127,162千円

計 2,026,641千円

※２ (担保資産)

　　(1) 工場財団

建物及び構築物 239,799千円

機械装置及び運搬具 133,500千円

土地 1,478,600千円

その他 135,662千円

計 1,987,563千円

　　(2) 工場財団組み入れ外の建物及び土地

建物及び構築物 62,750千円

土地 1,086,900千円

計 1,149,650千円

　　(2) 工場財団組み入れ外の建物及び土地

建物及び構築物 58,983千円

土地 1,086,900千円

計 1,145,883千円

　　 (3) 売掛金　　　　 　 　 　 　   　914,046千円

　　 (4)たな卸資産　　　　　　　　　　1,928,616千円

　　　　上記の(1)から(4)を短期借入金1,496,000千円及

び長期借入金519,100千円の担保に供しています。

　　 (3) 売掛金　　　　 　 　      　 　713,487千円

　　 (4) たな卸資産　　 　　   　　　 1,762,633千円

　　　上記の(1)から(4)を短期借入金1,489,100千円の坦

保に供しています。

※３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

　　日をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

　　あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

　　含まれております。

　　　　　　　　　　支払手形　　　 　201,398千円

※３ 　　　　　　―――――――

　４ (保証債務)

　　　　従業員の銀行借入金　　 　　　 　　　452千円

　５ (受取手形割引高)　　　　　　    　153,192千円

　４             ―――――――

　　　

　５ (受取手形割引高)　　　　   　　　　92,364千円

※６　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布)に

基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準

とする税金に相当する金額である繰延税金負債を負

債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額

を土地再評価差額金として純資産の部に計上してい

ます。

　　　再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定評

価に基づいて算出しています。

　　　再評価を行った年月日

平成13年３月31日

　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額　 　 △778,679千円

※６　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布)に

基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準

とする税金に相当する金額である繰延税金負債を負

債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額

を土地再評価差額金として純資産の部に計上してい

ます。

　　　再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第５号に定める鑑定評

価に基づいて算出しています。

　　　再評価を行った年月日

平成13年３月31日

　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額　 　    △788,818千円

　

　７　　　　　　　――――――――

　　　

　　　

　

　　　

　７　遡及義務を伴うファクタリングによる売上債権の売

却残高　　　　　　  　　　  113,188千円
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※８　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結し

ています。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

貸出実行残高 960,000千円

差引額 1,040,000千円

※８　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結し

ています。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

貸出実行残高 970,000千円

差引額 1,030,000千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費に属する費用の主要な費目

及び金額は次のとおりです。

役員報酬 80,485千円

従業員給与諸手当 554,447千円

賞与引当金繰入額 ―千円

退職給付費用 78,248千円

貸倒引当金繰入額 20,298千円

製品保証引当金繰入額 27,589千円

賃借料 133,959千円

減価償却費 16,204千円

※１　販売費及び一般管理費に属する費用の主要な費目

及び金額は次のとおりです。

役員報酬 75,462千円

従業員給与諸手当 502,694千円

賞与引当金繰入額 71,501千円

退職給付費用 69,929千円

貸倒引当金繰入額 ―千円

製品保証引当金繰入額 37,219千円

賃借料 125,791千円

減価償却費 19,143千円

※２　当期製造費用に含まれている研究開発費は364,910
千円です。

　

※２　当期製造費用に含まれている研究開発費は401,131
千円です。

　

※３　固定資産売却損は建物（厚生施設）売却損です。 ※３　　　　　　　　――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 116,269,350 ― ― 116,269,350

第一種優先株式（株） 3,537,735 ― ― 3,537,735

 合 計（株） 119,807,085 ― ― 119,807,085
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 144,043 17,667 ― 161,710
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りです。

　単元未満株式の買取りによる増加　　17,667株

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 116,269,350 ― ― 116,269,350

第一種優先株式（株） 3,537,735 ― ― 3,537,735

 合 計（株） 119,807,085 ― ― 119,807,085

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 161,710 16,390 ― 178,100
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りです。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　16,390株
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 58,239千円

現金及び現金同等物 58,239千円
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 58,871千円

現金及び現金同等物 58,871千円
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当連結グループは通信、電子、電気計測、情報処理等
の機器・装置を製造販売する通信機エレクトロニクスメーカーとして、単一の事業分野で営業活動を
行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産
の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報
の記載を省略しています。

３　海外売上高

　   前連結会計年度   当連結会計年度

　 北米 アジア その他 計 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 97,648 217,417 123,423 438,489 95,678 183,089 54,285 333,053

Ⅱ　連結売上高(千円) 　 　 　 7,784,379 　 　 　 7,824,176

Ⅲ　連結売上高に占める

  海外売上高の割合(％)
1.3 2.8 1.6 5.6 1.2 2.3 0.7 4.3

(注) １　海外売上高は親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(ただし連結会社間
の内部売上高を除く)です。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
　　１　国又は地域の区分の方法　　　　　　　　　地理的近接度
　　２　各区分に属する主な国又は地域　　　　　　北米　　　米国、カナダ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アジア　　インドネシア、台湾、韓国、中国
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(リース取引関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

(関連当事者との取引)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。    同左

　

(税効果会計関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

(有価証券関係)

①　時価評価されていない有価証券

内容

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券
　 　

　非上場株式

　

600 600
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(デリバティブ取引関係)

　①取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

１．取引の内容及び利用目的等

　　変動金利の借入金の調達資金を固定金

利の資金調達に換えるため、金利スワッ

プ取引を行っています。なお、当企業集

団における上記取引は、連結財務諸表提

出会社である当社のみが行っています。

　 なお、デリバティブ取引を利用してヘ

ッジ会計を行っています。

　(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

　 (ヘッジ手段) 　 (ヘッジ対象)

　 金利スワップ 　 借入金の利息
　(2) ヘッジ方針

　　　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は、個別契約毎に行っ

ています。

　(3) ヘッジの有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計との比較（比率分析）に

よります。

２．取引に対する取組方針

　　変動金利を固定金利に変換する目的で

金利スワップ取引を利用しているのみで

あり、投機目的のデリバティブ取引は行

わない方針です。

３．取引に係るリスクの内容

　　当該取引においては、市場金利の変動

によるリスクを有しています。また、当

社のデリバティブ取引の契約先は、信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先

の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しています。

４．取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行及び管理は、

経理部で行っています。なお、デリバテ

ィブ取引については、取締役会で決定さ

れます。 

１．取引の内容及び利用目的等

　同左

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

　同左　　　　

　　　　

　　　　

　(2) ヘッジ方針

　同左

　　

　　

　　

　(3) ヘッジの有効性評価の方法

　同左

　

　　

　　

２．取引に対する取組方針

　同左

　

　

　　

３．取引に係るリスクの内容

　同左

　

　

　

　

　

４．取引に係るリスク管理体制

　同左

　②取引の時価に関する事項

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 及び 当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成

20年３月31日)

　ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しています。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　退職金制度の60％相当額について適格退職年金制度を

採用し、残額については退職一時金を充当していま

す。

１　採用している退職給付制度の概要

　　退職金制度の60％相当額について適格退職年金制度を

採用し、残額については退職一時金を充当していま

す。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)　

①　退職給付債務 △2,044,704千円

②　年金資産残高 57,327千円

③　未積立退職給付債務

(①＋②)

△1,987,376千円

④　会計基準変更時差異

の未処理額

746,784千円

⑤　未認識数理計算上の

差異(債務の増加)

166,652千円

⑥　退職給付引当金(③＋④

＋⑤)

△1,073,939千円

(注)　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を

採用しています。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)　

①　退職給付債務 △1,943,829千円

②　年金資産残高 44,695千円

③　未積立退職給付債務

(①＋②)

△1,899,133千円

④　会計基準変更時差異

の未処理額

653,436千円

⑤　未認識数理計算上の

差異(債務の増加)

132,933千円

⑥　退職給付引当金(③＋④

＋⑤)

△1,112,764千円

(注)　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を

採用しています。

３　退職給付費用に関する事項

(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)　

①　勤務費用 95,601千円

②　利息費用 44,579千円

③　会計基準変更時差異

の費用処理額

93,348千円

④　数理計算上の差異の

費用処理額

39,121千円

⑤　退職給付費用(①＋②＋

③＋④)

272,650千円

(注) 簡便法を用いている連結子会社の退職給付費用は、

①勤務費用に計上しています。

３　退職給付費用に関する事項

(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)　

①　勤務費用 91,263千円

②　利息費用 40,820千円

③　会計基準変更時差異

の費用処理額

93,348千円

④　数理計算上の差異の

費用処理額

35,957千円

⑤　退職給付費用(①＋②＋

③＋④)

261,389千円

(注) 簡便法を用いている連結子会社の退職給付費用は、

①勤務費用に計上しています。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　①　割引率 　　　　　　　　　　　 2.0％
　②　期待運用収益率　　　　　 　　 ― ％
　③　退職給付見込額の
　　　期間配分方法　　　　　　　　　期間定額基準
　④　数理計算上の差異
　　　の処理年数
　　　　各連結会計年度の発生時における従業員の平
　　　均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定
　　　額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
　　　会計年度から費用処理することとしています。
　⑤　会計基準変更時

　　 差異の処理年数　　　　　　　　主として15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　①　割引率 　　　　　　　　　　　 2.0％
　②　期待運用収益率　　　  　　　　― ％
　③　退職給付見込額の
　　　期間配分方法　　　　　　　　　期間定額基準
　④　数理計算上の差異
　　　の処理年数
　　　　各連結会計年度の発生時における従業員の平
　　　均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定
　　　額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
　　　会計年度から費用処理することとしています。
　⑤　会計基準変更時

　　 差異の処理年数　　　　　　　　主として15年

(ストック・オプション等関係)

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。　

　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。　

(企業結合等関係)

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　 明星電気㈱ (6709) 平成20年３月期 決算短信

― 28 ―



(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 13.32円 １株当たり純資産額 15.42円

１株当たり当期純損失 △0.00円 １株当たり当期純利益 0.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載して

いません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ていません。

算定上の基礎

 １株当たり当期純損失

連結損益計算書上の当期純利益     　 22,217千円
普通株式に係る当期純損失　　　   　 　 282千円
普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳   　　　　  　         　優先配当額
普通株主に帰属しない金額     　     22,499千円
普通株式の期中平均株式数         116,116,915株

算定上の基礎

 １株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純利益     　122,979千円
普通株式に係る当期純利益　         100,479千円
普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳   　　　　  　         　優先配当額
普通株主に帰属しない金額      　　　22,499千円
普通株式の期中平均株式数         116,097,326株

(重要な後発事象)

（前連結会計年度）

該当事項はありません。　

（当連結会計年度）

該当事項はありません。
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５　個別財務諸表

(1) 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 52,513 　 　 52,685 　 　 172

　２　受取手形 　 　 104,427 　 　 42,154 　 　 △62,273

　３　売掛金 ※１ 　 3,310,480 　 　 3,007,958 　 　 △302,522

　４　製品 ※１ 　 205,971 　 　 226,583 　 　 20,611

　５　原材料 ※１ 　 813,622 　 　 677,254 　 　 △136,368

　６　仕掛品 ※１ 　 899,595 　 　 850,641 　 　 △48,953

　７　貯蔵品 　 　 9,493 　 　 8,156 　 　 △1,337

　８　前渡金 　 　 325 　 　 ― 　 　 △325

　９　前払費用 　 　 37,471 　 　 24,564 　 　 △12,907

　10 未収入金 　 　 3,379 　 　 20,915 　 　 17,535

　11　その他 　 　 2,685 　 　 1,450 　 　 △1,234

　　　　貸倒引当金 　 　 △76,596 　 　 △65,510 　 　 11,086

　　　流動資産合計 　 　 5,363,371 60.7 　 4,846,854 58.8 　 △516,516

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物 　 　 313,814 　 　 288,395 　 　 △25,418

　　２　構築物 　 　 27,892 　 　 24,210 　 　 △3,681

　　３　機械及び装置 　 　 162,030 　 　 136,754 　 　 △25,275

　　４　車輌運搬具 　 　 863 　 　 603 　 　 △259

　　５　工具・器具・備品 　 　 220,866 　 　 207,036 　 　 △13,829

　　６　土地 ※８ 　 2,566,900 　 　 2,566,900 　 　 ―

　　７　建設仮勘定 　 　 33,329 　 　 67,598 　 　 34,268

　　　　有形固定資産合計 　 　 3,325,696 37.6 　 3,291,499 39.9 　 △34,196

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　ソフトウェア 　 　 9,267 　 　 5,427 　 　 △3,839

　　２　電話加入権 　 　 3,633 　 　 3,056 　 　 △576

　　　　無形固定資産合計 　 　 12,900 0.1 　 8,484 0.1 　 △4,416

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 600 　 　 600 　 　 ―

　　２　関係会社株式 　 　 20,000 　 　 20,000 　 　 ―

　　３　従業員長期貸付金 　 　 7,693 　 　 6,542 　 　 △1,150

　　４　長期前払費用 　 　 60,139 　 　 30,922 　 　 △29,217

　　５　長期未収入金 　 　 21,063 　 　 9,635 　 　 △11,428

　　６　その他 　 　 58,469 　 　 62,727 　 　 4,258

　　　　　貸倒引当金 　 　 △28,505 　 　 △34,072 　 　 △5,567

　　　　投資その他の資産合計 　 　 139,460 1.6 　 96,355 1.2 　 △43,105

　　　固定資産合計 　 　 3,478,058 39.3 　 3,396,339 41.2 　 △81,718

　　　資産合計 　 　 8,841,429 100.0 　 8,243,194 100.0 　 △598,235
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※3,4 　 1,132,794 　 　 1,026,971 　 　 △ 105,823

　２　買掛金 ※４ 　 1,206,638 　 　 1,068,318 　 　 △ 138,319

　３　短期借入金
※１

※11
　 960,000 　 　 970,000 　 　 10,000

　４　一年内返済長期借入金 ※１ 　 536,000 　 　 519,100 　 　 △ 16,900

　５　未払金 ※４ 　 157,461 　 　 123,097 　 　 △ 34,363

　６　未払費用 　 　 53,191 　 　 42,903 　 　 △ 10,287

　７　未払法人税等 　 　 38,561 　 　 26,933 　 　 △ 11,627

　８　未払消費税等 　 　 56,055 　 　 107,312 　 　 51,256

　９　前受金 　 　 51,574 　 　 38,038 　 　 △ 13,535

　10　預り金 　 　 53,987 　 　 11,731 　 　 △ 42,256

　11　製品保証引当金 　 　 44,246 　 　 156,866 　 　 112,620

　12　受注損失引当金 　 　 5,531 　 　 2,015 　 　 △ 3,515

　13　賞与引当金 　 　 ― 　 　 104,249 　 　 104,249

　14　その他 　 　 155,725 　 　 29,809 　 　 △ 125,915

　　　流動負債合計 　 　 4,451,766 50.4 　 4,227,347 51.3 　 △ 224,418

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 519,100 　 　 ― 　 　 △ 519,100

　２　再評価に係る

　　　繰延税金負債
※８ 　 986,047 　 　 986,047 　 　 ―

　３　退職給付引当金 　 　 1,070,263 　 　 1,110,299 　 　 40,035

　４　環境対策引当金 　 　 3,050 　 　 ― 　 　 △3,050

　５　その他 　 　 14,257 　 　 367 　 　 △13,889

　　　固定負債合計 　 　 2,592,718 29.3 　 2,096,714 25.4 　 △496,003

　　　負債合計 　 　 7,044,484 79.7 　 6,324,061 76.7 　 △720,422

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 5,411,898 61.2 　 5,411,898 65.7 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　 資本準備金 　 　 4,758,472 　 　 4,758,472 　 　 ―

　　　　資本剰余金合計 　 　 4,758,472 53.8 　 4,758,472 57.7 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　 140,800 　 　 140,800 　 　 ―

　　(2) その他利益剰余金 　 　 △9,926,424 　 　 △9,804,505 　 　 121,918

　　　　繰越利益剰余金 　 　 △9,926,424 　 　 △9,804,505 　 　 121,918

　　　　利益剰余金合計 　 　 △9,785,624 △110.7 　 △9,663,705 △117.2 　 121,918

　４　自己株式 　 　 △22,241 △0.2 　 △ 24,433 △0.3 　 △2,192

　　　株主資本合計 　 　 362,505 4.1 　 482,231 5.9 　 119,726

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延ヘッジ損益 　 　 △2,829 　 　 △ 367 　 　 2,461

　２　土地再評価差額金 ※８ 　 1,437,268 　 　 1,437,268 　 　 ―

　　　評価・換算差額等合計 　 　 1,434,439 16.2 　 1,436,900 17.4 　 2,461

　　　純資産合計 　 　 1,796,945 20.3 　 1,919,132 23.3 　 122,187

　　　負債純資産合計 　 　 8,841,429 100.0 　 8,243,194 100.0 　 △598,235
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(2) 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成18年４月１日

  至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上高 　 7,780,868 　 　 7,821,706 　 　 40,838 　

　２　商品売上高 　 990 7,781,858 100.0 ― 7,821,706 100.0 △990 39,848

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首製品たな卸高 　 226,310 　 　 205,971 　 　 △20,338 　

　２　当期製品製造原価 ※3 6,402,167 　 　 6,447,088 　 　 44,920 　

　３　当期商品仕入高 　 792 　 　 ― 　 　 △792 　

　　　　　　　　計 　 6,629,270 　 　 6,653,059 　 　 23,789 　

　４　他勘定振替高 ※1 382 　 　 39 　 　 △342 　

　５　期末製品たな卸高 　 205,971 　 　 226,583 　 　 20,611 　

　６　製品売上原価 　 6,422,123 　 　 6,426,436 　 　 4,312 　

　７　商品売上原価 　 792 6,422,915 82.5 ― 6,426,436 82.2 △792 3,520

　　　売上総利益 　 　 1,358,942 17.5 　 1,395,270 17.8 　 36,327

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2 　 1,198,734 15.4 　 1,172,692 15.0 　 △26,042

　　　営業利益　　　 　 　 160,207 2.1 　 222,577 2.8 　 62,369

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 309 　 　 251 　 　 △58 　

　２　受取配当金 　 1 　 　 1 　 　 ― 　

　３　賃貸料収入 ※4 28,099 　 　 26,988 　 　 △1,110 　

　４　為替差益 　 1,626 　 　 ― 　 　 △1,626 　

　５　その他 　 8,178 38,214 0.5 20,889 48,130 0.6 12,711 9.915

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 85,928 　 　 64,591 　 　 △21,336 　

　２　売上債権売却損 　 6,617 　 　 6,628 　 　 11 　

　３　長期前払費用償却費 　 20,704 　 　 20,704 　 　 ― 　

　４　為替差損 　 ― 　 　 5,764 　 　 5,764 　

　５　その他 　 32,625 145,875 1.9 41,581 139,270 1.7 8,956 △6,605

　　　経常利益　　 　 　 52,546 0.7 　 131,437 1.7 　 78,891

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　　貸倒引当金戻入益 　 ― ― ― 5,482 5,482 0.1 5,482 5,482

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却損 ※５ 4,378 4,378 0.1 ― ― ― △4,378 △4,378

　　　税引前当期純利益　　 　 　 48,168 0.6 　 136,920 1.8 　 88,752

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 　 18,372 0.2 　 15,002 0.2 　 △3,370

　　　当期純利益 　 　 29,796 0.4 　 121,918 1.6 　 92,122
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 4,758,472

事業年度中の変動額 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 4,758,472

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 140,800 △11,043,195 △10,902,395 △20,203 △752,227

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 29,796 29,796 　 29,796

　自己株式の取得 　 　 　 △2,037 △2,037

　土地再評価差額金取崩額 　 1,086,974 1,086,974 　 1,086,974

事業年度中の変動額合計(千円) ― 1,116,770 1,116,770 △2,037 1,114,733

平成19年３月31日残高(千円) 140,800 △9,926,424 △9,785,624 △22,241 362,505

　

　
　 評価・換算差額等 　

純資産合計
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― 2,524,243 2,524,243 1,772,015

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 29,796

　自己株式の取得 　 　 　 △2,037

　土地再評価差額金取崩額 　 　 　 1,086,974

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

△2,829 △1,086,974 △1,089,803 △1,089,803

事業年度中の変動額合計(千円) △2,829 △1,086,974 △1,089,803 24,929

平成19年３月31日残高(千円) △2,829 1,437,268 1,434,439 1,796,945
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 4,758,472

事業年度中の変動額 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) － － －

平成20年３月31日残高(千円) 5,411,898 4,758,472 4,758,472

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 140,800 △9,926,424 △9,785,624 △22,241 362,505

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　当期純利益 　 121,918 121,918 　 121,918

　自己株式の取得 　 　 　 △2,192 △2,192

事業年度中の変動額合計(千円) － 121,918 121,918 △2,192 119,726

平成20年３月31日残高(千円) 140,800 △9,804,505 △9,663,705 △24,433 482,231

　

　
　 評価・換算差額等 　

純資産合計
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △2,829 1,437,268 1,434,439 1,796,945

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 121,918

　自己株式の取得 　 　 　 △2,192

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

2,461 　 2,461 2,461

事業年度中の変動額合計(千円) 2,461 － 2,461 122,187

平成20年３月31日残高(千円) △367 1,437,268 1,436,900 1,919,132
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(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社は資金調達の一環として、金融機関数社とシ

ンジケートローン契約を締結しています。

　当事業年度終了時点（平成19年3月31日）におい

て、当該シンジケートローン契約（平成19年3月31日

現在残高2,015,100千円）に規定された「借入人の義

務」の一部である、決算期末における遵守すべき財

務数値指標等を定めた条項を満たしていません。こ

れにより、期限の利益喪失に係る請求を受ける可能

性があり、今後の資金繰りへの影響が懸念されるこ

とから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

していました。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関に

対し、シンジケートローン契約の当該条項につき一

部適用免除申請を行いました。

　この結果、平成19年６月８日付にて、取引金融機

関から本件適用免除申請を承諾する旨の通知を受領

しました。従いまして、平成19年６月８日において

継続企業の前提に関する重要な疑義は解消されてい

ます。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ていません。

当社は資金調達の一環として、金融機関数社とシ

ンジケートローン契約を締結しています。

　当事業年度終了時点（平成20年3月31日）におい

て、当該シンジケートローン契約（平成20年3月31日

現在残高1,489,100千円）に規定された「借入人の義

務」の一部である、決算期末における遵守すべき財

務数値指標等を定めた条項を満たしていません。こ

れにより、期限の利益喪失に係る請求を受ける可能

性があり、今後の資金繰りへの影響が懸念されるこ

とから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

していました。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関に

対し、シンジケートローン契約の当該条項につき一

部適用免除申請を行いました。

　この結果、取引金融機関から本件適用免除申請を

承諾する旨の通知を受領しました。従いまして、継

続企業の前提に関する重要な疑義は解消されていま

す。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ていません。
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(5) 重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価法

  (1) 子会社株式
　　同左

　 (2) その他有価証券

　　　時価のないもの　移動平均法に

よる原価法

(2) その他有価証券

　　　時価のないもの　同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

　　時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品　個別法、先入先出法に

よる原価法

原材料　　　　先入先出法による原価

法

貯蔵品　　　　最終仕入原価法による

原価法

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　　定率法によります。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)について

は、定額法を採用しています。な

お、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　　　建物及び構築物　　　10～23年

　　　機械装置　　　　　　 7年

　　　工具器具備品　　　　 4～10年

　

(1) 有形固定資産

　　　定率法によります。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)について

は、定額法を採用しています。な

お、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　　　建物及び構築物　　　10～23年

　　　機械装置　　　　　　 7年

　　　工具器具備品　　　　 4～10年

　　（追加情報）

法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しています。この結果、従来の方法

に比べ、営業利益、経常利益、税引

前当期純利益及び当期純利益がそれ

ぞれ19百万円減少しています。

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によります。

　　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法により、市場

販売目的のソフトウェアについては

見込販売数量に基づく方法によりま

す。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に債権の回

収可能性を勘案して、回収不能見

込額を計上しています。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 製品保証引当金

　　翌期以降に発生する無償保証期間

中の修理費に充てるため、製品の

売上高に対する無償修理発生額の

実績割合を基準として計上してい

ます。

(2) 製品保証引当金

　  翌期以降に発生する無償保証期間

中の修理費に充てるため、製品の

売上高に対する無償修理発生額の

実績割合を基準として計上してい

るほか、製品に係るクレーム処理

費用の支出に備えるため、過去に

おける発生実績に基づき、翌期以

降のクレーム費用発生見込額を計

上しています。

　

(3) 受注損失引当金
　　受注プロジェクトの損失に備えるた

め、進行中のプロジェクトのうち、
損失が発生すると見込まれ、かつ、
当事業年度末時点で当該損失額を合
理的に見積もることが可能なプロジ
ェクトについて、翌事業年度以降の
損失見積額を引当計上しています。

(3) 受注損失引当金
同左

　

(4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、計上
しています。
なお、会計基準変更時差異（2,903百
万円、ただし、大量退職に伴う一時
処理額814百万円については第89期に
特別損失として計上し、第93期にお
いては早期退職制度実施に伴う一時
処理額360百万円を特別損失に計上し
ている。）については15年による均
等額を費用処理しています。
数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(10年)によ
る定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしています。

(4) 退職給付引当金
同左

　
　
　

　 (5) 環境対策引当金
守谷工場跡地における地下水の水質
改善の為に翌事業年度以降、発生が
見込まれる費用を引当計上していま
す。

(5)　　 ―――――――
　

　 明星電気㈱ (6709) 平成20年３月期 決算短信

― 37 ―



項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　リース取引の処理方法

　

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によります。

　

同左

８　ヘッジ会計の方法

　

(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ

(1) ヘッジ会計の方法
同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段)
金利スワップ取引
(ヘッジ対象)
借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

　 (3) ヘッジ方針
借入金の変動リスクを回避する目的
で金利スワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行
っています。

(3) ヘッジ方針
同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計との比較(比較分
析)によります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
同左

９　消費税等の会計処理方法 　税抜方式 同左
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(6) 重要な会計方針の変更

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計

基準適用指針第8号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基

準第1号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」　（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基準適用指

針第2号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,799,774千円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

　（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第４号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　――――――――――

　

　

(表示方法の変更)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

（損益計算書）

前事業年度において、営業外費用「その他」に含め

て表示しておりました「長期前払費用償却費」につ

いては、当事業年度において、区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の「長期前払費用償却費」は

20,704千円です。
　

　　　　　　―――――――――
　

　　　　　　―――――――――
　

（貸借対照表）

従来、製品の品質等に関連して発生したクレーム処

理費用については、翌期以降のクレーム費用発生額

を合理的に見込み流動負債の「その他」に含めて表

示していましたが、当期より「製品保証引当金」に

含めて表示しています。 

なお、当期において「製品保証引当金」に含まれる

当該金額は111,215千円であります。　

　

(追加情報)

　　　　該当事項はありあません。
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(7) 個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産

　　(1) 工場財団

建物 244,629千円
構築物 18,285千円
機械及び装置 157,964千円
工具・器具・備品 127,162千円
土地 1,478,600千円
計 2,026,641千円

※１　担保資産

　　(1) 工場財団

建物 223,858千円
構築物 15,940千円
機械及び装置 133,500千円
工具・器具・備品 135,662千円
土地 1,478,600千円
計 1,987,563千円

　　(2) 工場財団組入れ外の建物及び土地

建物 62,750千円
土地 1,086,900千円
計 1,149,650千円

　　(2) 工場財団組入れ外の建物及び土地

建物 58,983千円
土地 1,086,900千円
計 1,145,883千円

　　(3) 売掛金　　　　 　 　　　　　  　914,046千円
　　(4) 製品、原材料、仕掛品          1,928,616千円
　　

　　 上記の(1)から(4）を短期借入金 960,000千円、一

年内返済長期借入金536,000千円及び長期借入金

519,100千円の担保に供しています。

　　(3) 売掛金　　　　 　　　　 　      713,487千円
　　(4) 製品、原材料、仕掛品          1,762,635千円
　　

　　 上記の(1)から(4）を短期借入金970,000千円、一年

内返済長期借入金519,100千円の担保に供していま

す。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は3,444,133千円で

す。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は3,585,123千円で

す。

※３  期末日満期手形の会計処理については、手形交 

      換日をもって決済処理しております。

        なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。

　 　支払手形               　  　　  201,398千円

※３ 　　　　　　 ―――――――

       

　 

※４　関係会社に関する項目

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。

　 　支払手形及び買掛金　　 　 　　　　47,230千円

 未払金                　 　　　　  4,946千円

※４　関係会社に関する項目

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。

　 　買掛金 　　　　　　　　　　　　　24,495千円

 未払金                　　    　 32,636千円

　５　債務保証

　　　従業員の銀行借入金に対して債務保証を行ってい

ます。

　　　 従業員　　 　 　　　　 　  　　　 　452千円

　６　受取手形割引高　 　 　 　　 　　153,192千円

　７　　　　　――――――――

　５　　　　　　　―――――――

　

　　　

　
　６　受取手形割引高　 　 　 　　 　　92,364千円

　７　遡及義務を伴うファクタリングによる売上債権

　　　の売却残高　　　　　　　　   　113,188千円
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※８　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布)

に基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差

額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課

税標準とする税金に相当する金額である繰延税金

負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控

除した金額を土地再評価差額金として純資産の部

に計上しています。

　　　・再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第５号に定める

鑑定評価に基づいて算出しています。

　　　・再評価を行った年月日　　　平成13年３月31日

　　　・再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額　　　△778,679千円

※８　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布)

に基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差

額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課

税標準とする税金に相当する金額である繰延税金

負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控

除した金額を土地再評価差額金として純資産の部

に計上しています。

　　　・再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第５号に定める

鑑定評価に基づいて算出しています。

　　　・再評価を行った年月日　　　平成13年３月31日

　　　・再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額       △788,818千円

　９　配当制限

　　　土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されています。

　９　配当制限

　　　土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されています。

　10　貸借対照表の純資産額から土地再評価差額金を控

除した額が、資本金、資本準備金及び利益準備金

の合計額を下回る額　　　　　9,951,494千円

　10　貸借対照表の純資産額から土地再評価差額金を控

除した額が、資本金、資本準備金及び利益準備金

の合計額を下回る額         9,829,307千円

※11　当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しています。当事業年度末における貸出コミッ

トメントに係る借入金未実行残高等は次のとおり

です。

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

貸出実行残高 960,000千円

差引額 1,040,000千円

※11　当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しています。当事業年度末における貸出コミッ

トメントに係る借入金未実行残高等は次のとおり

です。

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

貸出実行残高 970,000千円

差引額 1,030,000千円
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